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第 54 回教育研究評議会議事録 

 

Ⅰ 日 時 平成 20 年 7 月 17 日（木） 14 時 00 分～１5時 25 分 

 

Ⅱ 出席者 議 長 岩崎学長 

      評議員 工藤、腰塚、田中、波多野、吉武、谷川、山田、水林、坪井、山田(秀)、赤平、 

田中(二)、清水、中山、山田(宣)、堀、金井、吉田、海老原、大塚、竹内、溝上、

植松、井上、石田、菊地、五十殿、本澤、庄司、加賀、佐藤、深水、板野 

     代理出席 手塚地球環境科学専攻長(田瀬生命環境科学研究科長代理)、 

          福井国際総合学類長(北脇社会・国際学群長代理)、 

          吉田体育専門学群副学群長(阿江体育専門学群長代理)、 

          柴田芸術専門学群副学群長(西川芸術専門学群長代理)、 

          澁谷基礎医学系長(吉川人間総合科学研究科副研究科長代理) 

 

Ⅲ 議 題  

〔審 議〕 

１ 平成 21 年度の電子的情報資料の整備の推進について-------------------------- 〔審資料 1〕 

 

〔報 告〕 

１ 平成 19 事業年度財務諸表等について---------------------------------------- 〔報資料 1〕 

２ 平成 20 年度科学研究費補助金研究科専攻等別採択状況について---------------- 〔報資料 2〕 

３ 筑波キャンパスＣＯ２排出量・エネルギー使用量実績(6 月分)について---------- 〔報資料 3〕 

４ つくば３Ｅフォーラム会議について----------------------------------------- 〔席上配付〕 

５ 第 26 回経営協議会報告 --------------------------------------------------- 〔報資料 4〕 

６ 国立大学協会第 13 回通常総会及び国立大学法人学長・大学共同利用機関法人 

機構長等会議について ---------------------------------------------------- 〔報資料 5〕 

   ７ 中期目標期間における教育研究評価に係る訪問調査日程について--------------- 〔追加資料 1〕 

   ８ 公開シンポジウム｢大学におけるハラスメント防止のために｣------------------- 〔追加資料 2〕 

   ９ 博士課程修了者の進路動向調査について------------------------------------- 〔追加資料 3〕 

   10 教員免許状更新講習について 

 

  〔その他〕 

   １ 文教施設整備事業を巡る国家公務員倫理法等違反について--------------------- 〔席上配付〕 

 

Ⅳ 議 事 

 

冒頭に、学長から、理事・副学長の異動について報告があり、引き続き、新任の田中理事・副学長(財

務・施設担当)から挨拶があった。 

  また、学長から、席上配付に基づき、文教施設整備事業を巡る本学元施設部長による国家公務員倫理

法等違反について報告があった。 

 

 〔審 議〕 

１ 審議資料 1に基づく審議の結果、資料を以下のとおり一部修正したうえで承認された。 

 

(旧) なお、人文社会学系分野の電子的情報資料(JSTOR の Arts & Science、EBSCO の Business Source 

Premier：約 13.6 百万円)についても根強い要望があることから、その購入についても引き続き

検討する。 

 

(新) なお、JSTOR の Arts & Science、EBSCO の Business Source Premier 等についても要望があ

ることから、それらの購入についても引き続き検討する。 
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 〔報 告〕 

  １～９ 報告資料 1～5、席上配付、及び追加資料 1～3に基づき、それぞれ報告があった。 

  10 谷川副学長から、平成 20 年度教員免許状更新試行講習(土・日コース)を実施した旨の報告があり、

併せて、平成 21 年度の本格実施に向けた協力要請があった。 

 【議事における意見等】 

 〔審議〕 

  １ 本件に係る今後の審議については、透明性の確保に留意してほしい旨の意見があった。 

 

 〔報告〕 

  ２ 水林副学長から、各研究者が行う科学研究費補助金申請書の作成に対して指導・助言を行う体制

の構築など、申請の質を高めるための施策を検討する必要がある旨の付言があった。 

 

  ６ 学長の報告を受けて、来年 6 月末には次期中期計画の素案の提出が求められていることから、そ

れを念頭においた検討が必要である旨、また、留学生 30 万人計画について、各部局における留学生

支援・サポート体制の構築など、本学における具体的対応の検討を進めて行く必要がある旨等の意

見があった。 

以上 


